連続講座『「地域力」創造と「地域おこし」のヒント』の概要
１　開催趣旨

鳩山内閣が一丁目一番地の政策として掲げている地域主権の確立を進めるに当たっては、地域を活性化していくことが不可欠である。地域の活性化は住民や地域との協働が大前提であるところから、このたび総務省では、地方公務員のみならず、地域おこしに必要な人材を育成するため、地域おこしに参画する団体やＮＰＯのメンバー、地域おこし協力隊員、集落支援員、学生等を対象に、①地域活性化に必要な「地域力」とは何か、②公務員のあり方と「公務員力」（公務員参加型地域おこしのススメ）、③地域おこしにおける住民と行政との協働のあり方、④地域おこしに必要な人材育成の方策、⑤小規模自治体の今後、⑥「緑の分権改革」の推進、⑦「定住自立圏構想」の推進、⑧過疎地域などの条件不利地域の自立・活性化の支援、⑨地域おこしのヒント等について研鑽を積み、地域力を支える人材となれる方々の育成を目的として、大学や都道府県、市町村振興協会等と連携し、下記のとおり連続講座を開催する。
２　主　催：貴団体（大学、関係団体等含む。）又は貴団体と総務省の共催
３　時間数：２時間×６コマ程度（２日間から４日間程度に分けて開催）
　　　　　　開催に当たっては、土日、平日を問いません。
  　
４　会　場：貴団体でご用意ください。（民間施設、職員研修所等）
５　定　員：会場の都合により設定
６　対　象：地方公務員、地域おこしに参画する団体及びＮＰＯメンバー、地域おこし協力隊員、集落支援員、学生等
７　経　費：会場使用料、資料の印刷経費、講師謝金・旅費等をご負担ください。なお総務省職員が講師の場合、謝金は不要です。（旅費はご負担ください。）これにより難い場合は、担当までご相談ください。
８　予定講師：椎川　忍　総務省地域力創造審議官ほか総務省職員、大学教授、総務省地域力創造アドバイザー等
　　　　　　　
（参考）４月の関西学院大学における講師には、椎川忍総務省地域力創造審議官、小西砂千夫関西学院大学教授、田中敦仁関西学院大学教授、柏木孝前大阪市副市長を予定。
また、８月の山梨県市町村職員研修所における講師には、椎川忍総務省地域力創造審議官、岡本全勝消防庁消防大学校長、俳優菅原文太氏、安田喜憲国際日本文化研究センター教授を予定。






